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1. はじめに
　日本の一般廃棄物排出量は 2000 年頃の 5400 万 tonを
ピークに現在減少傾向であり，2020 年では総排出量が
4,167 万 ton，1 人 1 日当たりのごみ排出量はおよそ
900g（1人年間 328kg）である（環境省 2022）。この減
少の要因としては，リサイクルによる資源化量の増加，
自治体によるごみ有料化政策の導入，レジ袋の有料化，
企業による容器包装軽量化などが挙げられる。特にごみ
有料化政策が廃棄物削減に与えた影響は大きく，これま
で様々な研究において，廃棄物のクロスセクションデー
タおよびパネルデータを用いた，ごみ有料化の効果に関
する議論が行われてきた。
　日本のデータを用いた分析として，碓井（2003）は
全国 3,230 市町村のクロスセクションデータを用いて，
有料化に伴う指定袋価格が 1%上昇するのに伴い，ごみ
が0.119%減少することを示している。また，Usui （2008）
では Unit-Based Pricingがびん，缶，ペットボトル，紙
容器の 4種類の資源物リサイクル量に与える影響を明ら
かにしている。
　また，パネルデータ分析としては，碓井（2007）は 
1998 年から 2002 年までの 2952 自治体を対象としたパ
ネルデータ分析により，自治体規模が大きいほど規模の
経済性の程度の減少，および容器包装リサイクル法での
紙製容器包装の分別に伴う費用の節約を示している。

Allers and Hoeben（2010）ではごみ有料化の政策導入に
関する自治体の意思決定における内生性問題を考慮した
うえで，有料化による排出削減効果が統計的に有意であ
ることを示している。Usui and Takeuchi （2014）は全国
712 都市のパネルデータを用いて，家庭ごみ有料化が，
ごみ減量とともに分別促進効果があり，その効果は長期
で持続することがパネルデータの疑似実験（Quasi-
experiment）で示されている。一方で都築他（2018）は
平成の大合併前後を含むパネルデータを用いて，合併に
よる影響を制御した上でも，ごみ有料化によるごみ排出
量の抑制効果を実証し，その効果は長期的に持続するこ
とを示した。Ishimura （2022）は 2007 年から 2018 年ま
での日本の全 1,718 市町村のパネルデータにおいて，操
作変数（IV）法による Difference-in-Difference （DID）
分析を用いて，容リ法導入がプラスチック製容器包装の
資源化量に与える影響の分析を行った。得られた結果は
容リ法導入により資源化量が 1人当たり 3〜 4kg増加
したことを示している。
　より多量の情報が含まれるパネルデータにおいて，廃
棄物への有料化効果を分析する一般的な手法として，
DID分析が採用されている。この手法は自然実験にお
ける治療群と対照群に対する治療の影響の違いを分析す
ることにより，観察データを使用して実験研究デザイン
を分析する統計的手法である。治療群の結果変数の経時
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的な平均変化を対照群の平均変化と比較することによ
り，結果（従属変数）に対する治療（独立変数）の効果
の計算を行う（Abadie 2005; Bertrand et al. 2004; Angrist 
and Pischke 2008）1）。しかしながら，この手法では平行
トレンド（Parallel trend）の仮定 2）および，治療群と対
照群のサンプルサイズに偏りが無いことが求められる。
　近年の有料化の効果に関する研究では，パネルデータ
による DID分析を用いた「平均的な」有料化政策によ
る影響の分析が主流である一方で，一つの自治体でのみ
実施されているような政策の効果の分析は上記の理由に
より困難であると言える。例えば，秋田市のみで実施さ
れている混合ごみ有料化が秋田市の 1人あたり生活系ご
み排出量に与えた影響を分析するために，DID分析を
用いることは不適当であると考えられる。したがって，
本研究では合成コントロール法（Synthetic control 
method）を用いて，秋田市の混合ごみ有料化が秋田市
の 1人あたり生活系ごみ排出量に与えた影響の分析を行
う。

２．秋田県の廃棄物の現状
　図 1は秋田県の 1年間の生活系ごみ排出量および秋田
県民 1人当たり 1年間の生活系ごみ排出量の推移を示し
ている。秋田県の生活系ごみ排出量は 2006 年頃をピー
クに近年減少傾向である。一方で，1人当たり生活系ご
み排出量は 2016 年までは減少傾向であったが，近年は
増加傾向 3）であることが確認できる。
　また，表 1は 2020 年の秋田県の生活系ごみ有料化実
施自治体を示す。

　2020 年の秋田県において，生活系ごみ有料化を実施
している自治体の中で，混合ごみへの有料化を実施して
いる自治体は秋田市のみである。ただし，環境省の名称
と異なり，秋田市では「家庭ごみ」という名称で混合ご
みの収集を行っているが，ここでは混合ごみで統一して
いる。秋田市は 2012 年 7 月より混合ごみ有料化を行っ
ており，ごみ袋の容量表示 1リットル当たり 1円がごみ
袋の値段に上乗せされている。この混合ごみには生ごみ
やプラスチック製品，ガラス製品などが含まれる。また
可燃ごみや不燃ごみへの有料化は秋田県のおよそ半数の
自治体で実施されている。資源ごみに関しては，金属類
やガラス類が多くの自治体で有料化の対象である一方
で，それ以外の資源ごみに関しては，回収自体が「無料」
もしくは「収集なし」としている。
　本研究の対象となる混合ごみ有料化政策は，秋田市の
みで 2012 年以降実施されており，治療群と対照群の間
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図 1．秋田県の生活系ごみ排出量および 1 人当たり生活系ごみ排出量の推移
（環境省「一般廃棄物実態調査結果」各年版より筆者作成）

表 1．秋田県における 2020 年生活系ごみ有料化実施自治体
　（環境省「一般廃棄物実態調査結果」より筆者作成）

有料化実施自治体

混合ごみ 秋田市

可燃ごみ 能代市，横手市，湯沢市，由利本荘市，潟
上市，大仙市，藤里町，三種町，八峰町，
五城目町，八郎潟町，大潟村，美郷町，羽
後町

不燃ごみ 能代市，湯沢市，由利本荘市，潟上市，大
仙市，藤里町，三種町，八峰町，五城目町，
八郎潟町，大潟村，美郷町，羽後町
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でのサンプルサイズの偏りがあるため，DID分析を用
いることは困難であると考えられる。したがって，本研
究では合成コントロール法を用いて，ごみ有料化政策を
実施しなかった仮想的な秋田市を構築し，実際の秋田市
と比較することで，秋田市の混合ごみ有料化政策の効果
を推定する。

3. データ・分析方法
　本研究では 1998 年から 2020 年までの秋田県 25 市町
村データのパネルデータ用いて，秋田市のごみ有料化政
策が生活系ごみ排出量に与えた影響の分析を行う。デー
タに関して，秋田県内市町村の廃棄物データは環境省が
公表する「一般廃棄物実態調査結果」のデータを参照し
た。その他のコントロール変数のデータに関しては，総
務省の「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯
数調査」および「統計でみる市区町村のすがた」を参照
した。表 2は本研究で使用するデータの記述統計量を示
している。 
　1人当たり生活系ごみ排出量は 1998 年以降の秋田県
内の市町村ごとの 1人当たり年間の生活系ごみ 4）排出量
である。生活系ごみ排出量に影響を与える社会的要因の
データに関しては都築他（2018）を参考にし，総務省
の調査結果を用いた。全人口，65 歳以上人口および世
帯数のデータは「住民基本台帳に基づく人口，人口動態
及び世帯数調査」を用い，市町村合併を考慮したデータ
の構築を行った。また，課税対象所得および可住地面積
のデータは「統計でみる市区町村のすがた」を用いた。
上記の入手および構築したデータを利用し，「1人当た
り生活系ごみ排出量」，「人口密度」，「平均家族人員数」，
「1人当たり課税対象所得」，「高齢者人口割合（全人口
に占める 65 歳以上の人口の割合）」の変数を作成した。
本研究では以上の変数を実数値としたモデルと，対数を
取ったモデルの 2つを検討し，より明確な差異が存在し
た実数モデルの結果を掲載しており，対数モデルは結果
の数値のみ掲載している。混合ごみ有料化ダミーは

2012 年以降を 1とするダミー変数であり，その他の有
料化ダミーは実施していれば 1，実施していなければ 0
とするダミー変数である。本研究では平成の大合併の前
後のデータを用いているため，データに関しては，合併
後の秋田県内市町村を基準として合併前の市町村データ
の加工を行っている。STATA17 を用いて，以上の変数
を合成コントロール法にて分析を行う。
　推定式は次の通りである。
　　Wit =β0 +β1 Popdit +β2 Familyit +β3 Incomeit +β4 ROverit

　　　　+β5 MUBPit +β6 BUBPit +β7 UUBPit +δi +λt +εit

Wit：1 人当たり生活系ごみ排出量，Popdit：人口密度，
Familyit：平均家族人員数，Incomeit：1人当たり課税対
象所得，ROverit：高齢者人口割合（人口に占める 65 歳
以上人口の割合），MUBPit：混合ごみ有料化ダミー，
BUBPit：可燃ごみ有料化ダミー，UUBPit：不燃ごみ有料
化ダミー，δ i：市町村ダミー，λ t：年次ダミー，ε it：
誤差項
　合成コントロール法の基本的な考えとして，秋田市の
混合ごみ有料化の因果効果を検証するためには，混合ご
み有料化が存在しない秋田市と混合ごみ有料化が存在す
る秋田市と比較することが理想とされる。しかしながら，
そのような市町村は現実には存在しないため，混合ごみ
有料化政策が実施されなかった市町村から，適切なウェ
イト付けによって複数の市町村を合成することで，可能
な限り秋田市と類似した反実仮想な秋田市を構築する。
その際には，混合ごみ有料化制定以前の生活系ごみの変
遷や，生活系ごみと密接に関連すると想定される様々な
変数に関して，反実仮想秋田市が秋田市と近似している
ことが重要である。すなわち，混合ごみ有料化政策が実
施される以前の時期を見た時に，秋田市と反実仮想秋田
市の生活系ごみが極めて近似した推移を経てきたとする
と，その反実仮想秋田市は，混合ごみ有料化が秋田市の
生活系ごみに与えた影響を検証する上で理想的な対照事
例を提供すると考えられるためである 5）。

表 2．記述統計量

N 平均 標準偏差 最小値 最大値 単位
1人当たり生活系ごみ排出量 575 248.4 32.38 127 382 kg/ 人年
人口密度 575 304.6 207.5 19.71 1216.2 人 /km2

平均家族人員数 575 2.8 0.4 2 3.92 人 / 世帯
1人当たり課税対象所得 575 928.9 251.6 617.8 2640.8 千円 / 人
高齢者人口割合 575 31.7 6.32 13.5 51.79 ％
混合ごみ有料化ダミー 575 0.019 0.13 0 1 -
可燃ごみ有料化ダミー 575 0.50 0.5 0 1 -
不燃ごみ有料化ダミー 575 0.47 0.5 0 1 -

Akita University



− 50 −

４．分析結果
　合成コントロール法を用いた分析の結果，推定された
自治体ごとのウェイトは，大館市が 0.213，男鹿市が
0.093，にかほ市が 0.493，小坂町が 0.201 であった 6）。
表 3は実際の秋田市，反実仮想秋田市，秋田市以外の各
市町村の加重平均それぞれの変数毎のデータを示してい
る。加重平均は，各変数の各年の値にそれぞれの年の人
口を掛け計算した数値である。反実仮想秋田市は実際の
秋田市に似ていない部分もあるが，単純な加重平均より
は秋田市に近いことが読み取れる。
　図 2では秋田市と反実仮想秋田市の 1人当たり生活系
ごみ排出量の推移を示している。実線は秋田市の 1人当
たり生活系ごみ排出量，点線が反実仮想秋田市の 1人当
たり生活系ごみ排出量の推移をそれぞれ示している。秋
田市の曲線は，観察されたデータに基づくものである。
一方で，反実仮想秋田市の曲線は，他の市町村のデータ
に，それぞれ算出されたウェイトをかけて，足し合わせ
た値から導出されている。前述のように，図の左側の区
間（2012 年以前）のデータを用いて，ウェイトを推定
している。右側の区間を見ると，2つの曲線が乖離して
いることがグラフからわかる。これは混合ごみに有料化
を実施していない反実仮想秋田市よりも実際の秋田市の
1人当たり生活系ごみ排出量が削減されていることを示
している。

　さらに図 3では秋田市と反実仮想秋田市の 1人当たり
生活系ごみ排出量のギャップ推移を示している。この図
より，有料化実施以降，秋田市の生活系ごみ排出量は反
実仮想秋田市の排出量よりも減少していることが示唆さ
れる。また，2020 年では 1人当たり生活系ごみ排出量
が有料化導入前に比べて年間およそ 40kgの削減が行わ
れていたことが図より確認できる 7）。

５．考察
　ここでは本研究で得られた合成コントロール法による
推定結果の妥当性を検討するため，Placebo testsと既存
研究との比較を行う。
　Placebo testsを行うことで，本研究で得られた分析結
果が偶然起こったかどうか検討することが可能である。
これは大きな効果が推定されない状況において，もし秋
田市の混合ごみ有料化と同様の効果が他の市町村でも推
定されたとすれば，秋田市の混合ごみ有料化の分析結果
の信頼性が疑われるためである。
　図 4は秋田市と同様の設定で，秋田市以外の各市町村
に合成コントロール法を適用した Placebo testsの結果を
示している。Abadie et al （2010）と同様に，治療前の期
間に適していない地域を除外（有料化前の RMSPE8）が
秋田市の RMSPE よりも 5 倍以上高い市町村地域を除
外）している。太線が秋田市のギャップ推移であり，他

表 3．実際の秋田市・反実仮想秋田市・加重平均の比較

秋田市 反実仮想秋田市 加重平均
人口密度 1177.98 389.62 269.64
平均家族人員数 2.48 2.93 2.86
１人当たり課税対象所得 1288.39 1023.25 925.18
高齢者人口割合 20.65 27.79 30.51
１人当たり生活系ごみ排出量（2011） 267.11 265.94 250.42
１人当たり生活系ごみ排出量（2005） 297.00 290.82 260.31
１人当たり生活系ごみ排出量（2000） 281.00 285.33 263.86

図 2．�秋田市と反実仮想秋田市の 1 人当たり生
活系ごみ排出量推移

図 3．1 人当たり生活系ごみギャップ推移
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の折れ線は秋田市以外の市町村地域のギャップ推移であ
る。この図から秋田市ほど大きなギャップが生じている
市町村は他にないことがわかる。このことから，十分な
実証結果が得られており，秋田市における混合ごみ有料
化による効果と同じくらい大きなギャップが他の市町村
で得られる可能性は非常に低いと考えられる。
　さらに分析の不確実性の確認のため，秋田市の混合ご
み有料化実施前の RMSPEと秋田市の混合ごみ有料化実
施後の RMSPEの比率を利用して，有料化の効果の有無
を検討する。ここでの RMSPEは，秋田市と反実仮想秋
田市の 1人当たりの生活系ごみ排出量の乖離の程度を示
す指標であると解釈できる。したがって，2011 年以前
については RMSPEが小さいほど反実仮想秋田市の形成
が成功していることを意味し，2012 年以降については
RMSPEが大きいほど秋田市と反実仮想秋田市の乖離が
大きいことを意味する。そのため，2011 年以前と 2012
年以降の RMSPEの比率が大きいほど，実際に秋田市の
混合ごみ有料化に効果があることが示唆される。秋田市
の RMSPE比は約 4.32 であり，秋田県 25 市町村中 1番
の大きさであった 9）。仮に秋田市と対照群の計 25 市町
村の中から無作為に市町村を選択した場合，秋田市と同
等もしくはより高い RMSPE比率を検出する確率は，
1/25 = 0.04 である。これは標準的な統計的推論における
p値と同様に解釈することができ，混合ごみ有料化の効
果が統計的にも有意なものであると結論付けられる。し
たがって，以上の事より秋田市の混合ごみ有料化の効果
の有効性が示されたと言える。
　また本研究では秋田市の有料化により生活系ごみ排出

量が 1人当たり年間およそ 40kgの削減であり，これは
17％の削減に相当する結果が得られた。この結果を既存
研究と比較して考察した場合，山谷（2011）では有料
化による 1人 1日あたり生活ごみ（可燃・不燃・粗大・
有害）の約 17%の減量，生活ごみ総量（資源を含む）
の約 11%の減量を推定していた。また Sakai（2008）
では有料化により，生活系ごみ排出量が 20 % から 30 
% 減量したと推定するなど，単純比較は難しいが既存
研究と比べて本研究で得られた有料化による生活系ごみ
の削減効果はおおよそ同じ程度存在することが判明し
た。

６．結論
　本研究では秋田県の市町村廃棄物データを用いて，秋
田市の混合ごみ有料化政策が生活系ごみ排出量に与えた
影響の分析を行った。得られた結果として，秋田市のご
み有料化により，秋田市の生活系ごみ排出量の削減が示
唆された。効果の大きさは 1人当たり年間およそ 40kg
であり，これは 1日あたり 100gの削減に相当する。し
たがって，秋田市において生活系ごみに対する有料化の
削減効果が認められるとともに，廃棄物排出量の削減に
向けた他の取り組みの効果が期待される。例えば，秋田
県独自の廃棄物削減プロジェクトとして，一般社団法人
あきた地球環境会議（http://www.ceeakita.org/）にて，
2014 年から実施されている「あきエコどんどんプロジェ
クト」などが挙げられる。これは，環境に優しい取り組
み（エコアクション）に参加することでポイントを獲得
し，抽選により 1,000 円相当の商品券や地産品が貰える

図４．�秋田市および 17 の対照群における 1 人当たり 生活系ごみギャップ ( 秋田市有料化前
の RMSPE が秋田市の RMSPE よりも 5 倍以上高い市町村地域を除外 )
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プロジェクトであり，今後さらなる周知とともに廃棄物
削減効果が期待される。また 2020 年 7 月から実施され
ているレジ袋有料化や 2022 年 4 月から実施されている
プラスチック資源循環促進法などが廃棄物発生に与える
影響も到底無視できないため，さらなる分析による削減
効果の検討が求められるであろう。
　今後の研究として，秋田県の有料化がリサイクルや資
源ごみ排出量に与えた影響の分析などが考えられる。さ
らに前述した「あきエコどんどんプロジェクト」の普及
率の上昇が環境に与える影響を分析することは非常に重
要であろう。また自治体との連携によるデータの精緻化
は，より詳細な廃棄物政策の影響を検討する上で必要不
可欠であると考えられる。

注
１） 手法の詳細はWooldridge （2010） Ch.6，Gertler et al. 
（2016） Ch.7 を参照。

２） これは「もし処置がなかったら，処置群の結果の平均
と対照群の結果の平均は平行な時間的変化を示す」と
いう仮定を意味する。

３） 秋田県の生活系ごみ排出量の減少率よりも県人口の減
少率の方が大きいためと考えられる。

４） この生活系ごみには，資源化物が含まれる。
５） 手法の詳細は Abadie et al. （2010），森田（2014），

Abadie et al. （2015）を参照。
６）他の市町村のウェイトは 0であった。
７）これは導入前に比べておよそ 17％減である。
８） RMSPEとは，平均二乗予測誤差の平方根（Root mean 

square prediction error）であり，実測値と予測値の差の
二乗値を計算し，その総和に平方根をとった値である。

９） 有効な分析結果が得られたと考えられる Abadie et 
al.（2015）において，RMSPE比はおよそ 16 と報告さ
れており，本研究はそれよりも低い値である。
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